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［書評］
大橋昭ー・長砂賓編著『経済民主主義と
経営参加』 （ミネルヴァ書房， 1981年4月刊）
前 ヽ 恭
1 本書の構成
経済民主主義と経営参加の問題は，その内容・形態において，きわめて多
様であり，両者の関係も一義的ではなく，社会休制の相遮や階級関係によっ
て，またどの階級・階層が主導的役割を担うかによって，その理念，目的，
実現の方法も異なり，すぐれて歴史的社会的な規定を受けている。本書は，
経済民主主義と経営参加の問題を，資本主義と社会主義の両体制において考
察しており，またその理念の検討とあわせて，具体的な歴史的展開過程をあ
とづけており，国別にみても，時期別にみても，研究対象そのものが多面的
であり，広範囲にわたっている。しかも，専門領域の異なる研究者が，共通
のテーマのもとで，学際的討論を積みあげ，方法論的にみても，必ずしも同
ーの立場に立つものではなく，問題意識の重点のおき方も異なり，研究視角
においても多様な展開がみられるが，各人がそれぞれの立場，専攻分野から
共通のテーマに迫っており，今後の研究活動のあり方を考えるうえでも，ひ
とつの方向を指し示した集団的労作といえる。それだけに本章の章別構成に
おいて，各章の研究課題の占める位置，その限定性とともに，章ごとの相互
連関的位置づけを踏まえ，本書の理論構成を明らかにしておくことが，重要
であると思われる。そこで，まず本書の章別構成と執筆担当者，その専攻分
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野を示せば，以下のようになる。
序章経済民主主義と経営参加の基本的諸問題
第1章経済民主主義論の生成
第2章経済民主主義の諸問題
第3章 「労働者委員会」の成立
大橋昭一
同
坂井昭夫
大塚忠
第4章 アメリカにおける参加的経営管理論の特徴
奥田幸助
（経営学）
（経済政策）
（社会政策）
（経営管理論）
第5章アメリカの経営参加 井上昭ー （経営史）
第6章 ユーゴスラビアにおける連合労働組織の自主管理
長砂賓（社会主義経済論）
終章経済体制と経済民主主義 同
付録今日のヨーロッパにおける共同決定貫徹のための勤労者の活動
工ケハルト・ザクセ
以上で明らかなように，本書は，序章において，経済民主主義と経済参加
の基本的諸問題をとりあげ，経済民主主義の概念的吟味，経済民主主義と経
営参加との関連，経営参加の根拠と展望を明らかにし，第1章（第1次大戦
前から大戦後にかけてのドイツにおける経済民主主義論の生成過程），第2
章（ナフクリの経済民主主義論の検討），第4章 (1950年代末以降のアメリ
力における参加的経営管理論の特徴）において，主としてドイツとアメリカ
の経済民主主義論・経営参加論の諸潮流について，思想史的考察を試み，第
3章 (19世紀後半期のドイツにおける「労働者委員会」の成立過程），第5
章（第2次大戦後のアメリカにおける経営参加の諸形態），第6章（ユーゴ
スラビアにおける連合労働組織の自主管理の発展，構造，問題点），付録（今
日の東西ヨーロッパにおける経営参加の動向）において，主としてドイツ，
アメリカ，ユーゴスラビアにおける経済民主主義・経営参加の実硯方式・形
態について，その歴史的展開過程をあとづけており，結章において，経済体
制と経済民主主義との関連の問題を取りあげ，現代資本主義のもとでの経済
民主主義の3つの課題を明らかにするとともに，資本主義休制との対比にお
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いて，現代社会主義のもとでの経済民主主義の社会的経済的内容を明らかに
し，あわせて現代社会主義の2つの特徴的なクイプを代表するソ連とユーゴ
スラビアにおける経済民主主義の諸課題を比較・検討している。
そこで，以下，上記の章別構成を踏まえ，各章ごとに，もう少し立ちいっ
て，主要内容を紹介し，問題点なり，今後の研究課題について，個別的検討
を加えることにしよう゜
2 各章の内容と特徴
まず序章では，民主主義の概念規定にさいしては，社会休制や階級関係のい
かんによって規定される質的相遮をみなければならないとしたうえで，資本
主義的民主主義の究極理念としての自由と•平等を取りあげ，資本・資本家
階級の何よりの要求は，「自由」民主主義であり；労働者・労働者階級の主張す
るものは「平等」民主主義であり，真の経済的平等は，資本主義的所有体制の
変革なしに実現されるものではなく，その意味では，経済民主主義が経済的
平等をめざすものであるかぎり，究極的目的として，なんらかの形での社会
主義の実現を設定せざるをえないとしている。しかし，経済の問題は，所有
の変革をもってすべてが解決されうるものではなく，経済・企業の運営が相
対的に独自な領域をもつとしており，ここから所有を一応不問にして，経済
・企業の運営への関与・参加によって経済民主主義を実現するという主張が
生れてくるとしている。かくて，労資同権的な経済の運営，すなわち，労働
・労働組合を経済・企業の運営の対等の担い手，交渉相手として聡めさせよ
うとする運動がおこり，とくにドイツの労働組合は，そのために，第1次大
戦においては戦争協力，大戦後には社会主義革命の回避・資本主義的経済再
建への協力をも辞さなかったほどであるとしている。また労資同権の実硯・
維持の基本的手段として団体交渉があり，その他にも経営参加には種々な形
態がみられるが，その根拠についてみるとき，資本主義企業のもとでは，と
くに独占段階にはいってから，企業の大規模化・経営の複雑化にともない，
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所有と経営の分離がすすみ， 「労働疎外」がすすみ，企業最上層部での参加
だけではなく，アメリカの行動科学的経営学の参加的管理論にみられるよう
に，職場参加が強調されるようになってきたとしている。また最後に，経営
参加の展望として，労働者の真の参加が実硯するのは社会主義においてであ
って，資本主義では，本質的に，参加に限界があり，多くの場合，経営参加
は資本主義の危機的状況のもとで，資本主義体制の維持・防衛策としての役
割を果すものであったが，同時に労働側の前進の側面もみなければならず，
労働側の前進はとりもなおさず，資本主義の危機の深化であり，これこそ資
本主義の矛盾の今日的現象というべきものであると結んでいる。
ここには，経済民主主義の概念規定をめぐって，また経済民主主義と経営
参加との関連について，いくつかの論点が整理されており，また執筆者独自
の問題意識を踏まえて，より抽象化されたレベルで，論理的再構築を試みて
おり，ユニークな研究視角が示されている。ただ筆者の問題意識から，すこ
し注文をつけさせてもらえば，経済民主主義の問題は，資本主義の独占段階
において，とくに資本主義の全般的危機の深化のもとで，多様な展開をみる
が，そのさい，真の経済的平等を実現するための経済民主主義の道すじとし
て，とくに1970年代にはいってからの世界資本主義の構造的危機のもとで，
発達した資本主義国において，新しい民主主義的な社会変革の道が追求され
てきており，そのなかで，中心的位置を占めている経済民主主義の理論的諸
問題ーー政治的民主主義＝政治変革と経済民主主義＝経済変革との不可分の
関係，大企業の民主的規制，企業の民主的管理などの諸理論ーーを， もう少
し大胆に，序章の理論構成のなかに組みいれ，科学的社会主義の立場からの
経済民主主義のより確かな展望を，いっそうの具体性をもって切りひらいて
もらうことが，終章との関連からみても，重要であるように思われたがどう
であろうか。
つづいて第1章では， ドイツにおける経済民主主義論の生成過程を明らか
にしているが，そのさい，第1次大戦後のワイマール時代におけるドイツの
経済民主主義論議の直接の出発点をなす1919年の第10回労働組合大会の「労
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働組合活動方針」に最終的焦点をあてながら，それに至る経済民主主義的思
想の生成•発展過程を考察している。まず経済民主主義論の先駆者として，
フェビアン主義をドイツの労働組合運動に持ちこんだベルンシュタイン， ド
イツ自由労働組合の総務委員会の初代委員長をつとめたレギーン，キリスト
教的立場にたつブルジョア的社会改良主義のナウマンなどを取りあげ，その
思想的特徴・傾向を明らかにするとともに，このような第1次大戦前のドイ
ツの社会改良主義がどのような社会的基盤にもとづいて生成したか，その歴
史的経済的背景を明らかにしている。つぎに第1次大戦のもとで， ドイツ社
会民主党がなぜ戦争協力者に転落したか，それは社会民主党・労働組合幹部
が弾圧を恐れたこと，「城内平和」とひきかえに，みずからの社会的地位•発
言力の強化を求めたことにあるとし，また労働組合幹部にとっての最大の成
果は，終戦にさいして，労働組合と使用者団体との間で，「中央労働共同休」
を結成したことにあるとしており，それによって，労働組合幹部は，資本・
企業者にたいして，労資同権思考にもとづく組合の地位の向上を求め，その
譲歩とひきかえに，資本・企業者は，社会主義化から資本主義体制を守るこ
とができたとしている。「中央労働共同体」は，その後， ワイマール憲法の
もとで，臨時全国経済協議会に受けつがれるが，その理念は， ワイマール休
制の根本的支柱として残ったとされている。またワイマール体制の中心的地
位を占める社会民主党の基本綱領との関連で，社会化の問題が生れるが，．そ
こでは，社会主義革命の方向ではなく，「中央労働共同休」で実現したもの，
すなわち，労使同権の原理の上にたって経済指導へ関与すること，資本主義
的所有をそのままにしたうえで，経済・企業の管理へ参加すること，結局，
経済・企業の社会化ではなく，民主化が問題にされたことを明らかにしてい
る。またこのような社会化から民主化への変化の過程は， 1918年の11月革命
の直接的担い手として登場したソビエト型の労兵協議会が，経営参加のため
の機関たる労使協調型の経営協議会に変質させられる過程であり，両者の相
剋の過程をあとづけるなかで， 1922年の自由労働組合第11回大会で提案・可
決された経営協議会の選挙規定によって，労働組合側が勝利し，経営協議会
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の確立に成功し，労働者を再び企業の側に取りいれ，危機的状況にあったド
イツ資本主義を守り，発展させるに至ったとしている。そして最後に，これ
まで取りあげてきた第1次大戦前・大戦時・大戦後の自由労働組合の経済民
主主義的思想は，典型的には， 1919年の第10回自由労働組合大会で採択され
た「活動方針」に集約されているとして， その内容が紹介され，「中央労働
共同体」の評価をめぐって，また政治的民主主義の問題をめぐって，議会主
義路線とソビエト型協議会路線との対立が浮きぽりにされ，主要論点が明ら
かにされている。ここでは，•これまであまり取りあげられることのなかった
貴重な組合資料が紹介されており，，この時期のドイツ労働組合運動の研究
にとって，資料的あるいは文献史的研究の面からみても大きな貢献をなして
いるといえる。
また第2章では，今日の先進資本主義国における経済民主主義の実現をめ
ざす運動との関連において，過去の理論と歴史を点検し，それを新しい経済
民主主義論を構築するために役立てるという明確な問題意識のもとに， F.
ナフクリの『経済民主主義』 (1928年）が取りあげられ，その詳細な理論的
吟味をとおして，経済民主主義のいくつかの理論問題について，主要論点が
明らかにされている。まずナフタリの『経済民主主義』の内容が要約的に紹
介され，そのなかで，とくに政治的民主主義との関連，社会主義＇との関連，
「組織された資本主義」への変化，およびそれと経済民主化との関連，国家
認識などの問題について，ナフタリの所説が明らかにされている。すなわち
，ナフクリは「ドイツ資本主義を自由競争の個人的資本主義から組織された
資本主義への移行の途次にあるものと規定したうえで，組織された資本主義
の指導がもはや企業連合によって行なわれるのではなく，国家によって代表
される全体利益のもとに服従させられている状態， しかも労働者，労働組合
が民主制国家ならぴに各レベルの経済機関の決定に関して共同決定権を獲得
している状態を経済民主主義の具体的な姿として思い浮ぺ，その実現に向け
ての経済民主化を唱えた」としている。ナフクリにあっては，労資共同決定
の強調によって，生産手段の所有形態を問題にすることの重要性が相対化さ
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れており，また社会主義への道は経済民主化を経由するとの言い方で，労働
組合運動の当面の目標を経済民主化の推進に絞っているとしている。また故
服部英太郎氏が的確に見抜いていたように，共同決定を最重要視する態度は
それ自休，労働組合の機能の変化＝分配政策から生産政策への重点移動を含
意するものであるとしており，そこでは，経済民主主義を実硯するために民
主制国家にたいして協働することこそが労働組合の任務とされ，賃金決定に
かかわる労働組合の本源的機能は後退し，社会の新構成に役立つ生産性増進
が労働組合の課題として背負わされるとしている。結局，ナフクリの経済民
主主義は，労働組合運動の体制内化を促し，ひいては第1次大戦後のドイツ
資本主義の再強化を狙いとする産業合理化運動に加担する道へと誘いこむィ
デオロギーの性格をおぴる結果になっているとしている。また最後に，まと
めにかえて，若千の論点が示され， 1つには所有関係変更の問題と労働組合
の経営参加との関連の問題が取りあげられ，ナフクリにあっては，両者の間
に深い谷間が横たわっており，それゆえ前者とはほとんど無関係に後者一般
が正当化されているが， この問題については， 「私的大独占の国有化の実現
をぬきにして，企業の真の民主化を考えることはできない」という近年のフ
ランス共産党の立場が紹介され，両者の関係について，考察が深められてい
る。また 2つには，官僚機構の問題が取りあげられ，経済民主主義の理論構
想のうちに官僚機構改革の問題を明確に位置づけることが必要であるとされ
ている。すなわち， ワイマール共和国の国家権力＝権力機構についてみると
き，金融資本とユンカーの代理人であり，両者を媒介したところの官僚機構
は，改革のメスがふるわれることなく，「超党派」の外被をまとい， 存続・
強化されたのであり，また同様に，国防軍「参謀部」もまた「超党派」をか
かげ， 民主化の波の外にあったということ， この2点をおさえておくこと
が，第1次大戦後のドイツの民主化の過程およびその限界をみるうえで重要
であると思われる。また 3っには，ナフクリ批判を土台にして，固有の国家
論を提唱し，民主制国家のもとでも国民の利害が分散しているがために資本
の支配力は容易には弱化しないと説く加藤周ー氏の所説（「再生組織資本主
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義論」）が紹介され， 加藤氏の云うように， 国民は当初的に雑多な諸利害グ
ループに分裂しており，その多元的利害の調整者として国家の機能をみるべ
きか，それとも本来共通の利害関係を有しているはずの多数者が行政機構の
働きによって分断させられているとみるべきか，経済民主主義論を構築する
うえで，周到な検討が要請されるとしている。
以上で明らかなように，第2章では，ナフタリの『経済民主主義』の批判
的考察をとおして，今日の経済民主主義の主要問題が取りあげられ，理論的
考察が深められており，その意味では，序章の理論構成との関連で，そのな
かに組みいれ，位置づけてみておくべき「基本的諸問題」の追加的内容がこ
こには示されているといえる。
つぎに第3章では， ドイツにおけるワイマール期の共同決定制に至るまで
の労使関係史に焦点があてられ，そのなかで，主として19世紀後半における
「労働者委員会」の成立過程が明らかにされている。すなわち， 「労働者委
員会」は1891年の「営業条例改正」によって法認され， 1905年の「プロイセ
ン鉱山法改正」によって炭鉱業に限って法的に強制されるようになるが，こ
のような「労働者委員会」という形での企業内労使閲係の調整機関は，その
制度化の前提として 3つの流れをもっているとしている。 1つは， 1848年の
3月革命をはさんで，初めは急速に，しかしその後の反動とともに極めてゆ
っくりと試みられた法制化の流れであり，また 2つには，逆に，当初は極め
てわずかだったが， 1880年代にはいると急速に増大した個々の事業所におけ
る「自発的労働者委員会」の前例があったことであり，また 3つには，「労
働者委員会」法制化の直接的契機をつくりだし，第1次大戦前のドイツ労使
関係では最も大規模な争議をひきおこし，それ故また，政府がもっとも熱心
に取りくんだ炭鉱業における労使関係の展開が存在したことであるとされて
いる。まず第1の法制化の流れについてみるとき， ドイツでは，かねてより
職人の共済金庫が各地に設立されており，この共済組織は， 19世紀後半には
いると，徐々に金庫の自主的管理機関から，労働者の苦情提出機関，すなわ
ち超経営的に賃金，労働条件の交渉を行なう機関へと転換してゆくが，この
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過程において， 1849年2月には，フランクフルト国民会議が， ドイツにおけ
る最初の労使関係調整法案を作成し，工場内に共済金庫を設け，更に紛争処
理機関をつくり，そこに工場労働者代表を参加させて協働の体制をつくりだ
すことを基本目標にしたこと，またこの方向づけは54年の「営業扶助金庫に
関する法」によって補足され， ドイツでは，まず工場内に労使関係を調整す
るための最初の制度が築かれることになったとしている。また第2の「自発
的労働者委員会」については， ドイツでは古くから単なる経営内金庫への労
働者参加に終始させないようなモデルが存在しているとして，プロイセン邦
内の炭鉱業に課せられた特殊な国家的規制の問題が取りあげられ，このよう
な規制も1850年代にいると，一連の炭鉱業の自由化によって崩され，とくに
1860年の自由移住法の制定によって，労働条件，雇用に関する当局のコント
ロールがなくなり，そこには自由な労働契約が保障されるようになったとし
ている。こうしたなかで，個々の経営者は，自由化とともに激しくなる競争
によって，次第に経営合理性の観点から支配ー服従的労使関係をつくりあげ
てゆくことになり，その過程は，労働者にとっては経営内金庫から労働者委
員会へとすすむ過程であったとしている。かくて1880年代ごろになると，金
庫幹部から実質的な「労働者委員会」への転化が行なわれるケースが続出
し，「労働者委員会」制度をめぐる論議が高まってくるとしている。 またこ
の時期の自発的労働者委員会のあり方についてみるとき， トイテペルクの思
想的分類によれば， 「社会・自由労働者委員会」， 「社会・倫理的労働者委員
会」，「立憲的工場制度」思想に基づいた労働者委員会の3つのクイプ分けが
できるとして，そのおのおのについて，詳細な検討が加えられている。最後
に，第3の「労働者委員会」法制化の直接的契機となった争議が問題となる
が，•この点に関しては，これまで述べてきた金庫管理からの労働者委員会の
生成・普及という経緯と，特殊な歴史的前提をもち，また複雑な労使関係の
もとで，その調整機構がほとんど築かれなかったルール炭鉱業において，大
争議がおこり，こうした事態が重なりあって，労働者委員会が法隠されるに
至ったとしているが，そのための分析は，ここでは行なわれていない。以上
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で明らかなように，第3章では， 19世紀（とくに後半期）における「労働者
委員会」の成立に至るまでの法制史的土壊と自発的労働者委員会の形成過程
について，詳細な分析が行なわれているが， 「労働者委員会」そのものの成
立とその展開について， とくに19世紀末から今世紀にかけての時期につい
て，十分な考察が行なわれていないことが惜しまれる。
ところで，これまでの紹介からも明らかなように，第1章，第2章，第3
章は，いずれもドイツにおける経済民主主義と経営参加の問題を取りあげて
きており，これにつづく第4章と第5章は，主としてアメリカにおける経営
参加の問題を取りあげているが，とくに第4章では，アメリカにおける参加
的経営管理論の特徴が明らかにされ，第5章では，アメリカにおける経営参
加の形態・内容について，具休的な分析が行なわれている。
まず第4章についてみると， 1950年代末以降のアメリカにおける参加的経
営管理の研究を，行動科学的アプローチによるものとコンティンジェンシー
・アプローチによるものとの2つに大別し，それぞれの特徴が明らかにされ
ている。行動科学的アプローチによる参加論では， 1950年代末に人間の内的
・心的関係を強調する人間関係論にかわって，仕事を通じて人間の尊厳性を
かちとろうとする行動科学が台頭してくる時代的背景を明らかにするととも
に，両者の参加論を対比しながら，その特徴を浮かぴあがらせ，．行動科学的
参加論に共適する基本的な考え方として，（l自己実現が人間の最高至上の欲
求であり，（2）この実硯は組織における成員のになう仕事を通じてこそ可能で
あり，（3）こうしてこそ個人と組織の統合が達成されうるとしており，そのお
のおのについて検討を加え，（4）行動科学の流れをくむ人間資源の参加論の特
徴を明らかにしている。結局，行動科学的参加論においては，自己実硯は仕
事によって達成され，仕事が組織成員を動機づける重要な要因であり，それ
ゅぇ，経営参加による自己実現は，仕事をとおしたものでなければならなく
なり，直接参加が望まれるとしている。かくて組織成員は，仕事を中心とし
た参加によって未利用の創造能力と責任のともなう自己指揮的・自己統制的
な能力を発揮することができるとしている。またコンティンジェンシー・ア
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プローチによる参加論では，コンティンジェンシー理論にもとづいて，この
場合の参加は，その組織のおかれている環境と組織成員のパーソナリティに
適合したものでなければならないとしているが，（1）こうした理論の生まれて
くる時代的背景を明らかにするとともに，（2）この参加の分析に用いられてい
る方法をコントロール概念をとおして確かめ，そのうえで，（3）環境と(4)パー
ソナリディの両面から，参加の条件を探りだし，その主張を明らかにしてい
る。すなわち，そこでは，管理体制をとらえる中心概念にコントロールを据
ぇ，それをコントロールの組織における総量と管理階層間における分布の態
様によって描きだし，そのうえで，現境については，その不確実性を探り，
不確実性が高まれば高まるほど，より強化された参加的管理体制が望まれる
ことになるとしており，またパーソナリティについては，組織成員の自律性
と権威依存性というパーソナリティの相遮によって，参加に及ぽす効果が異
なってくるとしており，結局，コントロールの総量が多く，しかもそれが広
く分散されている参加的管理体制が組織成員の有能感，晦い組織業績をもた
らすのは，比較的不確実性の高い外部環境と組織成員の強い自律性をもつ組
織単位においてであると結論づけている。
また第5章では，経営参加の意義について，理論的に吟味し，、その社会的
経済的背景を明らかにするとともに， 経営参加の諸形態について検討を加
え，それとの関連で， アメリカにおける団体交渉の役割を明らかにしてい
る。まず労使協調主義的参加を合理化する理論として，産業民主制あるいは
産業民主主義を取りあげ，その歴史的展開にもふれ，とくに1970年代にはい
って，労働組合の経営参加と結合して産業民主主義がヨーロッパ各国で強調
されるようになってきたとして，その代表的なものに西ドイツの「新共同決
定法」 (1976年）を取りあげ， 西ドイツの経営参加制度の特徴と限界を明ら
かにしている。一般的にいえば，経営参加とは，資本主義企業の経営にたい
する労働者または労働組合の参加を意味し，階級協調や経営内紛争の鎮静化
目的をもつものであり，参加のレベルからいえば，広義と狭義の両面から把＼
握できるとしているが，労使の階級対立関係に根ざす資本主義体制にあって
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は，労働者や労働組合による経営権休制への介入・規制，あるいは労資対等
の共同決定は原則的に成りたちえないとしている。また1960年代ごろから労
資双方の経営参加にたいする関心が高まってきているが，その社会的経済的
背景についてみるとき，経営参加は経済的状況が危機のとき．あるいは労資
対立が尖鋭化したときに，資本側から労働者懐柔策として，意図的に，かつ
一方的に導入されてきたとしている。つぎに経営参加の諸形態について考察
し， 主としてアメリカの具体的事例をとりあげ， （1）団休交渉，（2）労使協議
制，（3）労働者重役制，（4）職場参加（参画的管理），（5）所有参加（従業員持株
制度），（6）分配参加のおのおのについて検討を加え，そのなかで，とくに労
働者重役制については，アメリカやカナダでは，これまで労資双方ともに．
あまり論議されることもなく，実施もされなかったが，アメリカの大企業と
して，クライスラー社がはじめて1980年5月にUAWのフレーザー会長を取
締役として参加させたことに注目しており，また所有参加については， 1920
年代のアメリカで発達したが，今日のアメリカでは，労働者が直接的に経営
に参加するという形で， 部分的にしろ， 企業の株式を所有しているケース
は5,000社 (500万人）におよび， そのうち， 90社では，労働者が過半数の
株式を保有しているとしている。 またアメリカでは， 労働組合の組織化率
（約22%)が低いとはいえ，労使関係制度をみるとき，イギリスと同様，対
立関係を基礎として団体交渉がもたれ．公式の文書による契約，つまり労働
協約や協定の文書化によって，労使関係制度が保証されているとしている。
すなわち，アメリカでは，労働組合は経営参加を拒否し．団体交渉によって
勝ちとった自己の利益を労働協約として成文化することによって実質的に経
営権に介入しているとしている。団休交渉と経営参加の相遮は，その範囲の
広狭にあるのではなく，決定された内容にたいする責任の有無にあるとはい
ぇ．アメリカでは団体交渉こそが経営参加への道であるという一般的認識が
あるとして，結局，執筆者としては，アメリカのみならず，資本主義世界で
は，言葉の厳密な意味での経営参加はありえず，力対力の階級対立を通じて
の．いわば資本の専制的支配を否定する階級的立場にたった労働組合の闘争
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＝団体交渉こそが経営参加ではないかとしている。
以上で明らかなように，第5章では，事実関係の指摘にとどまっていると
はいえ，主要資本主義国との対比において，アメリカの経営参加の主要特徴
を明らかにするという国際比較研究視点が示されているが，このような経営
参加制度の相遮を規定し，あるいは条件づけている歴史的要因あるいは社会
的経済的条件について，視野を広げ，考察を深めることができれば論点がい
っそう明確になり，国別にみた経営参加の特徴点も浮きぼりにされてくるの
ではないかと思われる。
つぎに第6章では，世界で最初の，また硯在のところ唯一の労働者自主管
理国である社会主義ユーゴスラビアについて，自主管理制度全体の中核をな
す「連合労働組織」（自主管理企業， その構成諸部分， およびその連合体の
総称とみなされる）における自主管理の発展，構造を明らかにし，またその
意義を検討している。まず最初に，ユーゴスラビアの自主管理制度全体の形
成•発展過程を概観しているが，そのさい，憲法改正を規準にした社会・経
済制度の発展段階区分 (1946年憲法， 1953年憲法， 1963年憲法， 1977年憲
法）との関連において， 自主管理制度に先行する段階 (1945~49年）， 自主
管理制度の第1段階＝自主管理導入期 (1949~53年）， 第2段階＝自主管理
形成期 (1953~63年），第3段階＝自主管理確立期 (1963~74年），第4段階
＝自主管理発展期 (1974年～）の時期区分を行ない，各時期の経済管理制度
の主要特徴を明らかにしている。そこでは，とくに先行段階における革命的
国家主義あるいは行政管理的社会主義のもとでの一連の根本的な社会主義的
変革のための措置が歴史的に必然かつ有効なものであったこと，ユーゴスラ
ビアの自主管理制度が，社会主義建設の最初から形成されたものではなく，
このような革命的国家主義が実現した成果を前提・土壌として形成されたも
のであることに注目しなければならないとしている。またその後の自主管理
制度の形成•発展については，（1）国家主義的なものから自主管理的な社会主
義的生産関係・経済運営制度への転換を踏まえ，（2）一連の古いものからの離
脱を「4つのD」（非国家化， 非中央集権化，非政治化， 民主化）に要約し
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, (3)「3つの Anti」（反官僚主義反専門家的支配，反自由主義）を方向づ
け，（4）自主管理はその領域を拡大しつつあること，（5）しかし依然として未完
成であり，自主管理のなかにふくまれている 1国性，｀特殊性，後進性，消極
性（欠陥）などの諸要素を国際性，一般性，先進性，積極性（長所）の諸要
素との統一においてとらえねばならないとしている。つぎにこのような自主
管理制度全体の発展のなかで，中心的な役割を演じてぎた経済企業レペルで
の自主管理の形成•発展過程を明らかにしているが，ここでも憲法上の規定
が企業どベルで実休化するまでには一定の期間が必要であり，若千のずれが
みられるものの， 4つの段階区分を行ない，第1段階 (1947~52年）では，
上記の先行段階と第1段階との双方を含んでおり，新しい自主管理的組織と
古いヒエラルヒー的管理組織との二重性が生じたこと，第2段階 (1953~64
年）では，労働者自主管理がいっそう明確な形をとり， 1つは，・国家との関
係において企業が自主性を拡大し，もう一つは，企業内部において労働者が
その影響力およぴ意志をより直接的に実硯しようとし， 2つの方向で発展し
たこと，第3段階 (1965~75年）では，労働者自主管理が確立する時期であ
るが，すでに前の段階で現われていた自主管理と専門家管理との対立，およ
び労働単位間の利害の衝突が激化するなかで， 1968年には「連合労働組織」
の概念が登場し， 1971年からは「連合労働」の概念が定着したこと，第4段
階 (1976年～）では， 1976年の連合労働法に休系的に表現される現段階での
連合労働組織における自主管理が展開されてきていること，などの諸点を明
らかにしている。そこで，つぎに今日の連合労働組織における自主管理の問
題を取りあげ，まず「連合労働」の概念を検討し，連合労働は「自主管理型
の社会主義的労働」のことであり，連合労働法は「社会主義的な自主管理的
連合労働の基礎」をなすものであることを明らかにしている。また連合労働
組織の諸形態について検討を加え，それは連合労働基礎組織（その前身は労
働単位），労働共同休（その前身は専門的サービス業務），労働組織（連合労
働基礎組織と労働共同体とからなる）， および連合労働複合組織（特定の目
的のために連合するいくつかの労働組織からなる）の総称であり，これらの
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諸形態の特徴およびその相互関係を「連合労働法」との関連で説明するとと
もに，連合労働組織の形成過程のなかでみられるいくつかの問題点，弱点を
指摘している。また最後に，連合労働組織における意志決定の問題を取りあ
げ，まず自主管理的意志決定の一般的特徴を明らかにしたのち，これらの諸
特徴が連合労働組織における意志決定のなかで，どのような形態をとるかに
は，（1）労働者とそついて の自主的管理機関の意志決定による自主管理と(2)そ
の準備と執行の過程における事業管理機関の意志決定による事業運営とに区
別されるとして，とくに前者においては，個人的見解表明による意志決定と
その代議員および代議員団を通じての意志決定（労働者評議会）とに分れる
としており，後者においては，基礎組織だけでなく，労働組織，複合組織お
よび労働共同体も単独あるいは合議制の事業管理機関をもつとしている。か
くて，以上の考察を踏まえて，最後にユーゴスラビアにおける連合労働組織
の自主管理の問題点が整理されている。そこでは，（1）労働者の直接的意志決
定に大きな意義が与えられているものの，労働者の教育水準は概して低く，
また専門家たちが事実上意志決定の内容を支配する危険が存在しており，そ
こから，テクノクラシー（専門家支配）の傾向と社会的所有のグループ的所
有化への傾向が生れてきていること，（2）労働者評議会を通じる間接的意志決
定のさいにも，その民主的性格と有効性は，代議員制度が正しく機能するこ
とに依存しているが，（1）とも関連し-c,ここでもいくつかの弱点がみられる
こと，（3）労働者評議会と事業管理機関との間では，相互侵犯が発生する可能
性があること，（4)連合労働組織は，各組織の相互関係に応じて，多段階的な
意志決定が必要であるが，そのさい，共同的意志決定の遅滞あるいは不成立，
個別的・グループ所有的行動の発生，などの危険があること，（5）連合労働組
織はいわばミクロレペルの意志決定・自主管理を行なうが，それらの総休が
自動的にマクロレペルの意志決定・自主管理となるわけではなく，ここにユ
ーゴスラビアにおける社会計画化の有効性の問題がおこってくる，などの諸
点が指摘されている。
以上で明らかなように，第6章では，ユーゴスラビアにおける自主管理制
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度の形成•発展過程をあとづけ，その構造的特質を析出するうえで，明快に
主要論点が整理され，その全休像を把握するうえでも，図解説明などを取り
いれて，論理的構図的にみても，よくまとめられており，説得力のある論文
となっている。ただ東欧諸国のなかで，ユーゴスラビアだけが独自の自主管
理社会主義の道を選んだことについて， 1948年のコミンフォルムからの除名
と経済封鎖が重要な転機となっているものの，その政治的背景，あるいは社
会的経済的条件，経済管理制度上の理由などについてもふれてもらい，東欧
諸国の経済管理制度との対比のなかで，ユーゴスラビアの自主管理制度の占
める位置を明らかにしてもらうことができれば，より説得性をもちえたので
はないかと思われる。
最後に，終章では，経済体制と経済民主主義との関連の問題を取りあげ，
現代資本主義のもとでの経済民主主義の諸課題を検討し，ついで社会主義に
とっての経済民主主義の一般的意義を論じ， 「ソ連型」社会主義と「ユーゴ
スラビア型」社会主義とでは，当面している経済民主主義の諸課題がどのよ
うに異なるかを明らかにしている。まず硯代資本主義のもとでの経済民主主
義の主要課題を，（1）国民・住民本位の民主的経済政策の実現，（2）対等な労使
関係，あるいは資本から独立した階級的・民主的な労働運動の確立，（3）民主
的経営参加の追求の 3点にまとめ，これらの諸課題をめぐって，階級闘争が
展開されているとしている。第1の課題については，ひとにぎりの独占資本
の利害に抗して，広範な国民の利害の擁護・増進を追求する点で民主主義で
あり，またそれは資本主義一般だけでなく独占資本主義さえその現存を許容
することを前提としており，したがって社会主義的な要求ではない，という
点で民主主義であるとしている。第2の課題については，資本家と労働者と
いう資本・賃労働関係の当事者たちの間に平等な関係を保障することを要求
する点で民主主義であり，またそれは資本・賃労働関係の許容のうえにうち
たてられている非社会主義的な要求である，という点で民主主義であるとし
ている。第3の課題については，経済民主主義の名に真に値する経営参加と
は，経営上の意志決定に実質的な影響力を系統的におよぽしうる形態で，労
68(164) 第 26巻第 2 号
働者大衆が資本の論理の貫徹過程に一定の規制・統制を加えるものでなけれ
ばならず，そのことを通じて，労働者大衆が一定の管理能力を獲得•発揮で
きるものでなければならないとしており，このような経営参加は，資本・賃
労働関係の存続を前提としている点で，まだ社会主義的要求ではなく，民主
主義的な要求であるとしている。かくて 3つの課題は， 密接に関連してお
り，相互に制約しあっており，それらの課題の実現は総合的に追求されねば
ならず，かりに実現されたとしても，一定の体制的限界をもつことは避けら
れないが，そのような経済民主主義をめざす闘いは，同時に，社会主義のた
めの主休的諸条件の成熟につながるとしている。
つぎに硯代社会主義のもとでの経済民主主義の問題を取りあげ，一般的に
いって，社会主義経済それ自身が1つの徹底した経済民主主義の実硯である
が，現代社会主義経済はまだ「母斑」的諸関係すなわち広義の共産主義社会
の第1段階である社会主義にのみ固有な諸要素を内包しており，その意味で
は，不徹底な経済民主主義であり，そのいっそうの徹底が課題として残され
ているとしている。すなわち，（1）生産手段の社会的所有の形態をめぐって，
(2)個人的消費手段の分配は労働に応じて行なわれるという問題をめぐって，
(3)商品生産が存在しており，生産の計画性の全面的展開が制約されている問
題をめぐって，（4）精神労働と肉体労働との差異・「対立」，管理専門家層と執
行労働者層との差異・「対立」，国家的・専門家的管理と自主的・労働者的管
理との矛盾をめぐって，社会成員間になおつよく存在する実質的な不平等の
諸要素を克服することが，現代社会主義のもとでの経済民主主義の課題であ
るとしている。そこで，つぎに，硯代社会主義の 2つの特徴的なタイプを代
表するソ連社会主義とユーゴスラビア社会主義とを取りあげ，そこでの経済
民主主義の課題を比較・検討している。まずソ連社会主義では，上記の(1)に
ついては，圧倒的に国家的所有の形態をとっているが，そのさい，生産手段
の管理・利用・処分がいわゆる「党・国家官僚」とその機構とによって「独
占」され，労働者大衆がそれから「疎外」されている，といわれる状態を改
めること，（2）については，賃金格差を縮少し，国家に対する企業・・合同のレ
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ペルでの剰余生産物の処分権を拡大すること，（3）については，国家的計画指
標体系を，その中央集権的性格を堅持しつつ，企業・合同の自主性を拡大す
る方向で改善すること，計画化における官僚主義と闘い，計画化システムを
民主化すること，（4）については，労働者の管理参加を強化すること，管理の
国家的・中央集権的な性格は堅持しながら，労働者の管理参加に自主的・労
働者的管理の性格をもたせてゆくこと，などの諸課題を明らかにしている。
またユーゴスラビア社会主義では，（1）についは，自主管理の確立とともに，
生産手段の国家的所有はいわゆる「社会的所有」に転化しているが，この「
自主管理的社会的所有」が国家的所有の要素から解放されているかどうかに
疑問を投げかけ，ここでの経済民主主義の核心は， 「非国家化」にあるので
はなく，諸経済・所有主体の間に，連合労働組織を中心とする平等な諸関係
を確立することにあるとしている。 (2)については，ューゴスラビアにおける
社会的純生産物分配の非中央集権的処理および賃金形態の純個人所得形態へ
の転換それ自体が経済民主主義の課題の追求とみなされるが，この問題の解
決にあたっては，分配にかんする一定の社会的規準の民主的な設定と適用が
不可避であるとしている。 (3)については，連邦的規模および共和国的規模で
の経済・社会計画が存在するとはいえ，連合労働組織が自主的に設定する経，
営計画とそれとは計画指標休系によって直接にリンクされておらず，したが
って，市場・計画メカニズムの領域における経済民主主義は，連合労働組織
が商品生産者としての機能を完全に発揮し，商品生産の諸法則の可能なかぎ
り自由な作用を保障し，社会計画化を実現することに求められるとしており
，またそのさい，商品生産にたいする有効な社会的統制を確立すること，ぉ
よぴ社会計画化の実効性を高めることが必要であるとしている。 (4)について
は，ューゴスラビアでも，国家的・専門家的管理と自主的・労働者的管理と
の矛盾・対立という社会主義的経済管理一般の特徴は解消しておらず，この
問題の解決にあたっては，労働者の自主管理を拡大・強化することが必要で
あるが，そのさい， ミクロレベルでの自主管理の改善•発展を積み重ねて，
その下からの社会化・統合化を推進するとともに，基本的な諸指標にかんす
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る一定の中央集権的な上からの計画的経済運営メカニズムを創出し，これら
両者を結合することによって，国民経済全体の自主管理の実現をめざすこと
が，重要な経済民主主義的課題となるであろうとしている。かくて，以上の
考察を踏まえて，ソ連とユーゴスラビアにおける経済民主主義の課題は，そ
の内容と形態において，いちじるしく異なるが，この懸隔は，拡大の方向で
はなく，一定の収敏の方向をとって，両国における社会主義経済およぴ経済
民主主義が発展しつつある，と結論づけている。
以上で明らかなように，終章では，資本主義と社会主義の二つの経済体制
のもとでの経済民主主義の基本的諸課題が明らかにされており，本書の章別
構成のなかで，終章としての重要な位置を占めるだけではなく，内容的にみ
ても，すぐれて実践的な今日的課題が示されており，できることなら，終章
に至るまでの叙述において，たとえば，現代資本主義のもとでの大企業の社
会的存在と反社会的行為との矛盾の拡大をめぐって，経済民主主義を求める
社会的経済的背景について，経済民主主義の担い手，変革主体の形成の問題
などを理論的・実証的に取りあげておれば，終章のもつ意味がいっそう浮き
ぼりにされえたと思える。しかし，現代社会主義について，いわばその両極
をなすソ連とユーゴスラビアの経済管理体制の比較研究をとおして，両国に
おける経済民主主義の諸課題を明らかにした部分は，執筆者のこれまでの社
会主義研究の蓄積を踏まえてのことであり，社会主義研究の分野でも，この
ような論点の整理，積極的な問題提起は，はじめての試みであろうし，現代
社会主義の経済管理体制の評価をめぐって，いっそうの論談が期待される。
3 今後の研究課題
これまでの考察において，各章の内容をできるだけ忠実に紹介するととも
に，若千のコメントをつけ加えてきた。本書の章別構成をみるとき，冒頭で
もふれたように，研究対象の広がりやそれぞれの執筆者の問題意識の重点の
おき方の遮いなどからみて，本書の基本テーマを踏まえた各章の相互連関的
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位置づけが必要になってくると思われる。そこでは，資本主義と社会主義の
二つの経済体制のもとでの国別・時期別にみた経済民主主義の諸問題の国際
比較研究の視点が意識され，その歴史的展開過程における問題性の位置づけ
が重要になってくると思われる。 たとえば， ドイツを例にとってみても，
(1)第1次大戦前およぴ大戦時における「労働者委員会」の展開，（2）大戦後の
革命的危機のもとでの「中央労働共同体」の成立，（3）ワイマール期における
「経営協議会」の展開， （4）ファシズム期における「経営協議会」の廃止と
「信任協議会」の展開，（5）第2次大戦後の「経営協議会」の復活，（6）ドイツ
連邦共和国における「共同決定法」と「経営組織法」の展開および「新経営
組織法」と「新共同決定法」の展開というように，カイザードイツからワイ
マールドイツ，ナチスドイツをへて東西ドイツに至るまでの歴史的展開過程
のなかで，各章の研究対象の時期別・問題別位置づけがなされ，今日的課題
を踏まえた過去の理論と歴史の検討が必要になってくると思われる。本書の
研究成果を踏まえるとき，今後の研究課題としては，（1),(4),. (5)の時期につ
いて，その空白部分を埋めてゆくことが必要になってくるであろう。
また経済民主主義の実現は，これまで独占資本家と労働者階級との基本的
な対抗関係のなかで，また改良主義の基盤としての労働貴族（およぴとくに
労働官僚）の形成に応じて，プルジョア的，自由主義的，あるいは社会改良
主義的な経済民主主義の諸形態の展開をみているが，これに対して，真に階
級的・民主的な労働運動のサイドからの経済民主主義の実硯をめざす運動の
流れをもみておかなければならないであろう。たとえば， ドイツを例にと
り，上記の時期区分との関連でみると，（1）第1次大戦時から大戦後にかけて
の「労働者・兵士評議会」の運動，（2）ワイマール期における「革命的経営協
議会」の運動，（3）ファシズム期における人民戦線の一環としての「経営協議
会」の運動，（4）第2次大戦後の西ドイツ地域における共同決定権と社会化を
求める運動，（5）東ドイツ地域における「経営協議会」の復活，労働者統制の
発展，人民所有経営の創出というように，これまでの革命的・民主的運動を
あとづけ， 今日の「共同決定制」についても， 「階級調和」の道具としてで
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はなく，大企業の権力を制限する武器として活用する方向を明らかにしてゆ
かなければならないであろう。またそのさい，独占資本の動向と労働官僚の
肥大化，労資協調制の展開とともに，これとの対抗関係において，真の経済
民主主義の担い手である変革主体の形成の問題をとりあげてゆかなければな
らないであろう。
いずれにせよ，国別・時期別にみた経済民主主義をめぐる諸問題の基本的
枠組み，その特徴的内容，歴史的位置が明らかにされないと，ひとつの共通
テーマのもとで，集団研究をすすめるさい，各人の受けもつ個別チーマの独
自性がそれだけ前面に押しだされてくることになる。そこでは，資本主義の
全般的危機の深化のもとで，各国資本主義のおかれている世界史的条件につ
いて，また各国資本主義の危機の現われ方の相遮について，一定の共通認識
が必要になってくるであろう。またとくに1970年代にはいってからの世界資
本主義の構造的危機のもとで，先進資本主義国において，革命的変革の高揚．
をみるに至っているが，そのさい，先進国革命論のなかで，経済民主主義の
問題は中心的位置を占めており，とくにフランスとイクリアの経験は，わが
国にとっても教訓的であり，これらの国々における経済民主主義の実硯をめ
ざす運動は，今後の重要な研究課題となるであろう。またそのさい，先進資
本主義国においては，社会主義の物質的・技術的前提が成熟してきており，
民主主義的変革を通じての社会主義への移行の道すじが明らかにされており
，経済民主主義を実現するために，独占資本を規制して，国家独占資本主義
の機構や機能を利用することが重要な課題となってきているが，そのような
意味から，国家独占資本主義と経済民主主義をめぐる問題は，今後の重要な
研究課題となるであろう。
以上において，本書では十分に取りあげることのできなかったいくつかの
問題について，若干の私見を述べたが，それにしても，本書のように，経済
民主主義と経営参加の問題を統一的にとらえ，各国の経済民主主義の理論と
歴史をこのように多面的に取りあげた書物はこれまでにはないといえる。本
書の章別構成について，また各章の相互連関的位置づけについて，私なりの
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注文をつけたが，この点に関しても，基本的には，序章と終章とによって，
一定のまとまりをもたせており，本書全体をひきしめているといえる。本書
の研究成果を踏まえて，これを機会に，経済民主主義と経営参加をめぐる学
際的討論がいっそら深められることを期待したい。
